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１．はじめに 

 2011 年 3 月 11 日の東日本大震災で起きた津波は我が国に

甚大な被害を及ぼした。その中では，津波が河川を経路とし

て堤内地へ侵入し，被害を拡大させたケースがいくつも見ら

れた。この教訓から，現在，各地方自治体によって防災案の

検討が行われており，その内代表的な方法の一つが，河川堤

防を用いて，堤内地への津波の侵入を防ぐものである．これ

を行うためには，河道内における津波の減衰特性の詳細な把

握が必要である． 

 河川での津波の挙動に関する研究は，これまでにもなされ

ており，1983年日本海中部地震時の米代川，2003年十勝沖地

震時の十勝川に関するものが代表的である．しかし，複数の

河道特性に応じた津波波高の減衰特性を明らかにしたものは，

殆ど見られない． 

 本研究では，水位計や痕跡情報によって得られた観測値か

ら，河道内における津波の減衰課程の把握を行い，その特性

を明らかにする． 

２．津波高さの算出 

２．１ 宮城県河川 

津波の高さは，津波の影響を受けてない既知の変動からの

上昇量と定義されている．今回の地震では，宮城県の殆どの

河川で，来襲直後に津波高さのピークが訪れている．そこで，

本研究では津波来襲直後の水位から津波来襲直前の水位を引

いたものを河川内の観測点における津波高さとした．一方，

痕跡高情報では河川堤防に残った津波痕跡が T.P.として表示

されている．その値から，津波来襲時の推定水位を引いた値

を津波高さとした． 

また，今回，2010チリ地震時の水位データも使用した．こ

の場合，推算潮位もしくは水位データに移動平均をかけたも

のを津波の影響を受けてない水位データと仮定し，それを元

の水位データから引いた値の最大値を津波高さとした． 

２．２ 北海道河川 

 阿部ら(2011)は2011年東北地方太平洋沖地震時に北海道河

川に遡上した津波波形を示している．津波波形は観測点ごと

の水位計データからDFPを用いて算出したものである．本研

究ではその最大値を用いて波の減衰を把握する． 

 また，2003年十勝沖地震時の十勝川における水位計データ

をYasuda(2010)は示している．2010年の宮城県河川と同様に

移動平均を利用して津波の最大高さの算出を行った。 

３．河道内における津波減衰 

 図-1のように，それぞれ算出した津波高さを河川毎に距離

に対し，プロットを行った．どの河川においても津波高さが

指数関数的に減衰していることがわかる．このことから，次

式で表される波浪の減衰の式に依存していると考えられる． 

𝐻 = 𝐻0𝑒−𝑘𝑘            (m) (1) 

ここで，H：河口からの距離x (m)の地点おける津波高さ(m)，

H0 : 定数(m)，x：河口からの距離(m)，k：波高減衰係数(m-1)

である．河川毎のデータに最小二乗法を用いて河道内におけ

る津波高さの減衰係数を求めた．鳴瀬川などのカーブや河道

内構造物の影響の少ない河川においては，異なる規模の津波

においても減衰係数はほぼ同じ値を示した．これにより津波

の規模が減衰係数に影響を与えないことが判断される． 

４．河床勾配と津波の波高減衰の関係 

 最小二乗法で求めた河川毎の減衰係数kが河床勾配Sに依

存すると仮定し，グラフにプロットを行った．そのグラフを

図-2 に示す．グラフには 2011 年痕跡情報による減衰係数 k

を使用した．ただし，砂押川と新釧路川，十勝川は痕跡によ

るデータが得られなかった為，水位計データを使用した．そ

の結果，減衰係数kと河床勾配Sの間に指数関数的な良好な

関係が得られた．また，最小二乗法により以下の経験式を求

めた． 

k = 5.43 × 10−5exp (4.35 × 103S) （m-1）(2) 

５．遡上距離の算出 

 H/H0=0.05 となる地点を遡上端と仮定し，得られた経験式

(2)をH/H0 = 𝑒−𝑘𝑘に代入することで，遡上距離 xp と河床勾

配Sの間に関係式を導くことができる．以下に，その式を示

す． 

           𝑥𝑝 = 5.51 × 104exp (−4.35 × 103𝑆)  （m）(3) 

この結果を理論値として図-3 に示した．さらに，実測値と

の比較を行った．実測値として使用したのは水位観測所のデ 
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ータ及びAdityawanら(2012)によるデータである．水位観測所

のデータは水位データに津波による変動が見られる最も上流

の観測点と変動が見られない最も下流の観測点の間に遡上端

があると考え使用した．従って，図中の×印で結ばれた直線

の中に遡上端がある． 

また，図中の丸印はAdityawanら(2012)により現地データを

もとに確認された遡上距離である．その結果，実測値と理論

値の間に良好な関係を得ることが出来た．これにより，津波

に対して特に防災のための策を必要とする河川区間の長さを

推定することが可能である． 

５．おわりに 

 宮城県河川及び北海道河川のデータを用いて，河道内にお

ける津波波高の減衰の考察を行った．結果，以下の結論が得

られた． 

（１）河道内において，津波は指数関数的に減衰することが

明らかとなった． 

（２）得られた減衰係数kと河床勾配Sの間に指数関数的な

相関が得られた． 

（３）遡上距離と河床勾配の関係式を導出した．これによる

値は観測値と良好な一致を示した．  
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図-2 減衰係数と河床勾配の関係 
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図-1 河道内における津波の減衰 
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図-3 遡上距離と河床勾配の関係 
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